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1．は　じ　め　に

錫プラグ入り免震積層ゴム（以下，SnRB と呼称）は，
積層ゴム中央に錫プラグが挿入されており，地震時に積層
ゴムの水平変形により錫プラグが塑性変形することによっ
て履歴減衰を発揮して，建物の揺れを抑える。錫は常温で
再結晶し延性に富むなど鉛と同様の性質を有する。一方，
切片荷重は鉛の 1.7 倍と高くエネルギー吸収性能に富むこ
とが特徴である。錫は環境に配慮した材料として，様々な
工業製品に使用されており，SnRB の開発については，鉛
に代わるプラグ材料の模索から始まり 1），様々な条件の下
での実大 SnRB の試験実施と性能評価法の確立 2）を経て，
2005 年に実用化に至った。SnRBは，2022 年 2 月の時点で，
144 棟の免震建物に供されている。SnRB の復元力特性の
モデル化に関しては，履歴ループ形状がバイリニア型に近
いことから，バイリニアモデルの適用を前提とし，切片荷
重や剛性のせん断ひずみ依存性を考慮した修正バイリニア
モデル 3）が提案され，すでに設計実務に用いられている。

一方 2003 年十勝沖地震を契機として，海溝型巨大地震の
発生で予測される長周期地震動に対する関心が高まり，国
土交通省は免震建築物や鉄骨造の超高層建築物等について
長時間の繰り返しの累積変形の影響を考慮して安全性の検
証を行うことを要求している 4）。材料の塑性化によって履
歴減衰を発揮する免震部材は，長周期地震動下では多数回
の大変形繰り返し変形を受けて力学特性が変化するとの懸
念から，時刻歴解析における免震建物の耐震安全性検証で
は力学特性の変化を考慮する必要がある 5）。著者らは 2021
年に長周期地震動に対応するために，せん断ひずみ 400%
まで適用可能な大変形復元力モデル（Kikuchi-Aiken モデ
ル）6）を構築した。これにより，長周期地震動に対する懸
念事項の一つである免震層の過大な応答変形に関する詳細
検討が可能となった。
本研究は，長周期地震動に対するもう一つの懸念事項で

ある長時間の繰り返し変形による SnRBの発熱の影響に関
する詳細検討を行い，SnRB の熱・力学連成挙動を解明す
ることを目的とする。この目的に沿い，初めに SnRBの実
大サイズであるゴム直径φ 700 試験体を用いて標準プラグ
径と小径プラグ径の２種類について長時間繰り返し試験を
実施して熱・力学連成挙動を把握する。続いて，地震応答
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解析と熱伝導解析を組み合わせることにより，熱・力学連
成挙動を考慮した新たな解析モデルを構築する。今回，
SnRB 特有の構造（内部鋼板露出型）を忠実に再現したモ
デル化を実施する。また，標準プラグ径だけでなく小径プ
ラグ径についても解析を実施することにより，解析モデル
の汎用性を検証する。最後に，SnRB を用いた免震建物モ
デルの地震応答解析を実施して，復元力モデルの違いによ
る応答値の差異について検証する。また，著者らは長周期
地震動に対する設計上の対応として，熱・力学連成挙動を
簡易な方法で考慮して地震による応答を評価できる手法
（簡易法）7）をすでに提案しているが，この簡易法に対する
応答評価精度についても検証を行った。

2．繰り返し載荷試験

2.1　試験体
繰り返し載荷試験に用いた SnRB 試験体の形状を図 1

（a），（b）に示す。ゴム外径はφ 700 mm，錫プラグ径は
標準径のφ 140 mm と小径のφ 100 mm（以下，φ 700-
140，φ 700-100 と呼称），ゴム総厚は 137.8 mm（5.3 mm厚×
26 層），内部鋼板は 4.5 mm厚× 25 層であり，2次形状係
数は 5.1 である。試験体は各 1体製作した。また，各試験
体には温度測定のため，図 1（c）に示す箇所に熱電対を挿
入した。ゴム表面，中間鋼板表面については，接着剤を用
いて熱電対を固定した。
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(a) φ700-140 試験体                            (b) φ700-100 試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 熱電対設置位置 
 

図 4.1 試験体の形状 

（a）φ 700-140 試験体 （b）φ 700-100 試験体

（c）熱電対設置位置

図 1　試験体の形状
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(c) 熱電対設置位置 
 

図 4.1 試験体の形状 

2.2　試験方法
試験条件を表 1に示す。各々の試験体に対して，基本性

能試験とせん断ひずみ± 100%と± 178%の 150 サイクルの
繰り返し載荷試験を行った。±178%の繰り返し載荷試験は，
試験機の制約から最大水平ストローク± 245 mmのせん断

ひずみ量とした。また，同様に試験機能力の制約から連続
150 サイクルの加振ができないため，30 サイクル+約 5分
間のインターバル（アキュームレータへの再蓄圧）を 1セ
ットとして，5セットを繰り返す手順で試験を実施した。

表 1　試験条件

基本
性能
試験

鉛直試験 面圧 15 MPa
荷重振幅± 30% 3 サイクル

水平試験 面圧 15 MPa
せん断ひずみ± 100% 4 サイクル

多数回
繰り返し

試験

試験面圧 15 MPa
最大せん断ひずみ ± 100%, ± 178%

繰り返し回数 ± 100%：連続 150 サイクル
± 178%：連続 30 サイクル× 5 セット

試験波形 Sin 波

周期（最大速度） 5 sec  (max 173 mm/s 100% 時 )
5 sec  (max 308 mm/s 178% 時 )

試験機の概要を図 2に示す。鉛直荷重は試験機のアクチ
ュエータに内蔵されているロードセル，水平荷重は 400 
kN 電気サーボ型油圧式疲労試験機に内蔵されているロー
ドセル，水平変位はレーザー変位計で計測した。測定状況
を写真 1に示す。また，試験体と試験機面板の間には断熱
材（板厚 10 mm，熱伝導率：0.3 W/m・K）を設置した。

図 2　試験機の概要
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写真 4.1 測定状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 試験機の概要 
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写真 1　測定状況
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2.3　試験結果
（1）基本性能試験結果
基本性能試験で得られた各々の鉛直・水平の荷重変形関
係を図 3（a）（b）に重ね描く。また，各試験体の鉛直剛
性（Kv），2次剛性（K2），切片荷重（Qd）の算出方法を図
3（c）に，算出結果および補正結果を表 2，3に示す。鉛
直剛性・2次剛性については温度依存性があり，試験体の
初期温度が約 28℃であったことから，標準温度 20℃で温
度補正を実施した。切片荷重については速度依存性がある
ことから，標準速度 400 mm/s への速度補正を実施した。
各補正後の結果は SnRBの設計式 2）による鉛直剛性，切片
荷重に対して± 20% 以内，2 次剛性に対して± 15% 以内
であり，大臣認定値の許容範囲内であることを確認した。

図 3　基本性能試験結果

（a）鉛直試験

（c）KV，K2，Qd の算出方法

（b）水平試験
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(2) 長時間繰り返し試験結果 

図 4，図 5 に各試験体のひずみ±100%連続 150 サイクル

およびひずみ±178%断続 150 サイクルの水平荷重―水平変

形関係と φ700-140 試験体の試験時の外観写真を写真 2,3
に示す。また，図 6，図 7 にはサイクル数と錫プラグ上下

面の温度の関係を示す。なお，両試験体とも錫プラグ中央
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試験では上面が高くなっているが，±178%の試験では下面

が高い結果となった。これは写真 2,3 の赤点線部に示す試

験時の外観の目視状況より，±100%の試験の方が±178%の
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のせん断変形の比率が大きくなっている傾向が見られる

ことから，せん断ひずみに応じた錫プラグの変形状態に起

因している可能性が考えられる。したがって局所的な錫プ

ラグの変形による発熱量のアンバランスにより，蓄熱した

錫プラグの上下面に温度差が生じた可能性があると推定

されるが，検討の余地を残す結果となった。 
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補正後 － 3606 -1.7% 1.178 12.2% 258.1 13.2%

表 3　基本性能試験結果（φ 700-100）

φ 700
－ 100

試験体
初期温度

[℃ ]

KV [kN/mm] K2 [kN/mm] Qd [kN]
設計値 3810 設計値 1.07 設計値 116
測定値 対設計値 測定値 対設計値 測定値 対設計値

試験結果 27.7 3283 － 1.136 － 111.4 －
補正後 － 3367 -11.6% 1.159 8.4% 137.6 18.6%

（2）長時間繰り返し試験結果
図 4，図 5に各試験体のひずみ± 100% 連続 150 サイク

ルおよびひずみ± 178% 断続 150 サイクルの水平荷重―水
平変形関係とφ 700-140 試験体の試験時の外観写真を写真
2，3に示す。また，図 6，図 7にはサイクル数と錫プラグ
上下面の温度の関係を示す。なお，両試験体とも錫プラグ
中央部に挿入した熱電対が試験途中から抜け出たため試験
結果からは除外している。錫プラグ上下面の温度は±
100% の試験では上面が高くなっているが，± 178% の試
験では下面が高い結果となった。これは写真 2，3の赤点
線部に示す試験時の外観の目視状況より，± 100% の試験
の方が± 178% の試験よりも試験体の下部側のせん断変形
に対する上部側のせん断変形の比率が大きくなっている傾
向が見られることから，せん断ひずみに応じた錫プラグの
変形状態に起因している可能性が考えられる。したがって
局所的な錫プラグの変形による発熱量のアンバランスによ
り，蓄熱した錫プラグの上下面に温度差が生じた可能性が
あると推定されるが，検討の余地を残す結果となった。

図 4　φ 700-140試験体

図 5　φ 700-100試験体

（a）せん断ひずみ± 100%

（a）せん断ひずみ± 100%

（b）せん断ひずみ± 178%

（b）せん断ひずみ± 178%
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(a)ひずみ±100%                (b)ひずみ±178% 
図 4.4 φ700-140 試験体の水平荷重-水平変形関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 
図 4.5 φ700-100 試験体の水平荷重-水平変形関係 
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図 4.4 φ700-140 試験体の水平荷重-水平変形関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 
図 4.5 φ700-100 試験体の水平荷重-水平変形関係 
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写真 2　せん断ひずみ± 100%の試験時外観（φ 700-140）
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写真 4.2 ひずみ±100%試験時外観（φ700-140 試験体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 4.3 ひずみ±178%試験時外観（φ700-140 試験体） 
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写真 3　せん断ひずみ± 178%の試験時外観（φ 700-140）
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写真 4.2 ひずみ±100%試験時外観（φ700-140 試験体） 
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両試験体とも錫プラグ中央部に挿入した熱電対が試験途中から抜け出たため試験結果か
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 図 6　サイクル数と錫プラグ温度（φ 700-140）

（a）せん断ひずみ± 100% （b）せん断ひずみ± 178%
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(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 

 
図 4.6 サイクル数と錫プラグ上下面温度の関係（φ700-140 試験体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 
 

図 4.7 サイクル数と錫プラグ上下面温度の関係（φ700-100 試験体） 
 

図 7　サイクル数と錫プラグ温度（φ 700-100）

（a）せん断ひずみ± 100% （b）せん断ひずみ± 178%
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(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 

 
図 4.6 サイクル数と錫プラグ上下面温度の関係（φ700-140 試験体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%              (b)ひずみ±178% 
 

図 4.7 サイクル数と錫プラグ上下面温度の関係（φ700-100 試験体） 
 

図 8　サイクル数と 2次剛性 K2の変化率

（a）せん断ひずみ± 100% （b）せん断ひずみ± 178%
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 図 4.8 に二次剛性（K2），図 4.9 に切片荷重（Qd）の各サイクルの数値を 3 サイクル

目の値で基準化して比較した結果を示す。小径プラグのφ700-100 試験体はφ700-140 
試験体に比べて，温度上昇量が少なく，特性低下量も少ない結果となった。これは，発

熱温度が低いため特性低下量も少なくなったと推定される。また，今回の繰り返し試験

では，試験体１体を用いてせん断ひずみ±100%,±178％の試験を実施しているため，

±178％の試験結果は±100%の試験を経験したことによる試験履歴の影響により，1～
3 サイクル目の水平荷重が低下傾向にあると考えられる。このため，図 4.9 に示す±

178%の Qdの変化率が±100%の変化率に比べて小さくなっていると推定される。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%                  (b)ひずみ±178% 
図 4.8 サイクル数と二次剛性 K2の変化率 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%                  (b)ひずみ±178% 
図 4.9 サイクル数と切片荷重 Qdの変化率 

図 9　サイクル数と切片荷重 Qdの変化率

（a）せん断ひずみ± 100% （b）せん断ひずみ± 178%
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(a)ひずみ±100%                  (b)ひずみ±178% 
図 4.8 サイクル数と二次剛性 K2の変化率 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

(a)ひずみ±100%                  (b)ひずみ±178% 
図 4.9 サイクル数と切片荷重 Qdの変化率 

図 8に 2次剛性（K2），図 9に切片荷重（Qd）の各サイ
クルの数値を 3サイクル目の値で基準化して比較した結果
を示す。小径プラグのφ 700-100 試験体はφ 700-140 試験
体に比べて，温度上昇量が少なく，特性低下量も少ない結
果となった。これは，発熱温度が低いため特性低下量も少
なくなったと推定される。また，今回の繰り返し試験では，
試験体１体を用いてせん断ひずみ± 100%，± 178％の試験
を実施しているため，± 178％の試験結果は± 100% の試
験を経験したことによる試験履歴の影響により，1～ 3 サ
イクル目の水平荷重が低下傾向にあると考えられる。この
ため，図 9に示す± 178% の Qd の変化率が± 100% の変
化率に比べて小さくなっていると推定される。

3．熱・力学連成モデルの構築と検証

3.1　熱・力学連成モデルの構築
本節では，SnRB の熱・力学連成挙動を再現するための

解析手法について記述する。本解析では，下記に示す復元
力モデルと熱伝導解析モデルを併用して時刻歴解析を行
う。
まず，熱・力学連成挙動解析の復元力モデルには，

Kikuchi-Aiken モデル 6）（以下，KAモデルとする）を適用
する。錫プラグの温度上昇による降伏耐力の変化を考慮し
たKAモデルの基本式を（1）～（3）式に，履歴ループの
概略を図 10に示す。
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4.3 熱・力学連成挙動の解析手法 

  

4.3.1 熱・力学連成モデルの構築 

 
本節では，SnRB の熱・力学連成挙動を再現するための解析手法について記述する。

本解析では，下記に示す復元力モデルと熱伝導解析モデルを併用して時刻歴解析を行

う。まず，熱・力学連成挙動解析の復元力モデルには，Kikuchi-Aiken モデル 2)（以

下，KA モデルとする）を適用する。錫プラグの温度上昇による降伏耐力の変化を考慮

した KA モデルの基本式を(4.1)～(4.3)式に，履歴ループの概略を図 4.10 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 低温                     (b) 高温 
図 4.10 KA モデルの履歴ループの概略 

 
(4.1)式において，F は荷重，F1は荷重の非線形弾性成分，F2は荷重の履歴減衰成分，

cTはプラグ温度による修正係数である。パラメータ cTは本研究における熱・力学連成

挙動解析のために，新たに導入されたものである。(4.2)式および(4.3)式を構成する各パ

ラメータは，加力試験に基づきせん断ひずみ 400%の大変形領域まで対応した値が著者

らによって提案されている 2)。具体的なパラメータの評価方法は文献 2)を参照された

い。KA モデルは，図 4.10 のように非線形弾性成分と履歴減衰成分を分離して評価

し，それらを重ね合わせるというコンセプトを有する。この履歴減衰成分に錫プラグの

温度上昇による降伏耐力の変化を考慮することで，繰り返し変形による力学特性の変化

を容易に表現できることから，熱・力学連成挙動解析との親和性は非常に高い。また，

比較のために，修正バイリニアモデルに対しても同様に温度による修正係数を考慮した

復元力モデルを別途，作成した。 

                                        𝐹𝐹 � 𝐹𝐹� � �� ⋅ 𝐹𝐹� (4.1) 
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図 10　KAモデルの履歴ループの概略

（a）低温 （b）高温
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4.3 熱・力学連成挙動の解析手法 

  

4.3.1 熱・力学連成モデルの構築 

 
本節では，SnRB の熱・力学連成挙動を再現するための解析手法について記述する。

本解析では，下記に示す復元力モデルと熱伝導解析モデルを併用して時刻歴解析を行

う。まず，熱・力学連成挙動解析の復元力モデルには，Kikuchi-Aiken モデル 2)（以

下，KA モデルとする）を適用する。錫プラグの温度上昇による降伏耐力の変化を考慮

した KA モデルの基本式を(4.1)～(4.3)式に，履歴ループの概略を図 4.10 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 低温                     (b) 高温 
図 4.10 KA モデルの履歴ループの概略 

 
(4.1)式において，F は荷重，F1は荷重の非線形弾性成分，F2は荷重の履歴減衰成分，

cTはプラグ温度による修正係数である。パラメータ cTは本研究における熱・力学連成

挙動解析のために，新たに導入されたものである。(4.2)式および(4.3)式を構成する各パ

ラメータは，加力試験に基づきせん断ひずみ 400%の大変形領域まで対応した値が著者

らによって提案されている 2)。具体的なパラメータの評価方法は文献 2)を参照された

い。KA モデルは，図 4.10 のように非線形弾性成分と履歴減衰成分を分離して評価

し，それらを重ね合わせるというコンセプトを有する。この履歴減衰成分に錫プラグの

温度上昇による降伏耐力の変化を考慮することで，繰り返し変形による力学特性の変化

を容易に表現できることから，熱・力学連成挙動解析との親和性は非常に高い。また，

比較のために，修正バイリニアモデルに対しても同様に温度による修正係数を考慮した

復元力モデルを別途，作成した。 

                                        𝐹𝐹 � 𝐹𝐹� � �� ⋅ 𝐹𝐹� (4.1) 

                        𝐹𝐹� � 1
2 �1 � ��𝐹𝐹��𝑥𝑥 � sgn�𝑥𝑥�|𝑥𝑥|�� (4.2) 

                        𝐹𝐹� � ��𝐹𝐹��1 � 2𝑒𝑒������� � ��1 � 𝑥𝑥�𝑒𝑒�������� (4.3) 
 

（1）式において，Fは荷重，F1 は荷重の非線形弾性成分，
F2 は荷重の履歴減衰成分，cTはプラグ温度による修正係
数である。パラメータ cTは本研究における熱・力学連成
挙動解析のために，新たに導入されたものである。（2）式
および（3）式を構成する各パラメータは，加力試験に基
づきせん断ひずみ 400% の大変形領域まで対応した値が著
者らによって提案されている 6）。具体的なパラメータの評
価方法は文献 6）を参照されたい。KAモデルは，図 10の
ように非線形弾性成分と履歴減衰成分を分離して評価し，
それらを重ね合わせるというコンセプトを有する。この履
歴減衰成分に錫プラグの温度上昇による降伏耐力の変化を
考慮することで，繰り返し変形による力学特性の変化を容
易に表現できることから，熱・力学連成挙動解析との親和
性は非常に高い。また，比較のために，修正バイリニアモ
デルに対しても同様に温度による修正係数を考慮した復元
力モデルを別途，作成した。
次に，熱・力学連成挙動解析の熱伝導解析モデルには，
上下方向および中心軸周りに対称の有限差分モデル 8）を適
用する。図 11に繰り返し載荷試験における標準プラグ径
積層ゴムのモデル断面図を示す。同図に示すように，
SnRB 特有の内部鋼板露出型構造を忠実にモデル化してい
る。また積層ゴム取り付け部の持つ熱容量も評価するため
に，フランジプレートの上側の断熱材および試験機の鋼製
クロスヘッドについてもモデル化した。表 4に，熱伝導解
析モデルに用いる物性値を示す。コンクリートの物性値は，
後述する 4章の解析モデルにおける積層ゴム取り付け部に
て使用する。
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次に，熱・力学連成挙動解析の熱伝導解析モデルには，上下方向および中心軸周りに

対称の有限差分モデル 3)を適用する。図 4.11 に繰り返し載荷試験における標準プラグ

径積層ゴムのモデル断面図を示す。同図に示すように，SnRB 特有の内部鋼板露出型構

造を忠実にモデル化している。また積層ゴム取り付け部の持つ熱容量も評価するため

に，フランジプレートの上側の断熱材および試験機の鋼製クロスヘッドについてもモデ

ル化した。表 4.4 に，熱伝導解析モデルに用いる物性値を示す。コンクリートの物性値

は，後述する 4.5 章の解析モデルにおける積層ゴム取り付け部にて使用する。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 4.11 熱伝導解析モデル（断面図） 
 
 

表 4.4 熱伝導解析に用いる物性値 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

材質 
熱伝導率 

[W/(m∙K)] 
体積熱容量 
[J/(m3∙K)] 

鉄 59 3.718×106 

ゴム 0.13 1.976×106 

錫 64 1.679×106 

コンクリート 2.1 2.410×106 

断熱材 0.3 1.980×106 

 

図 11　熱伝導解析モデルの断面図

表 4　熱伝導解析に用いる物性値

材質 熱伝達率
[w/(m2/K)]

体積熱容量
[J/(m3 ∙ K)]

鉄 59 3.718 × 106

ゴム 0.13 1.976 × 106

錫 64 1.679 × 106

コンクリート 2.1 2.410 × 106

断熱材 0.3 1.980 × 106

モデル表面からの熱伝達率は 15 W/（m2 ∙ K）とした。
差分モデルにおいて，各コントロールボリュームの温度変
化は次のように差分化された熱伝導方程式により計算され
る 8）。

　　　  � （4）

ここで，Δは時間差分，δは空間差分，Tは温度，tは
時刻，λは熱伝導率，Cvはコントロールボリュームの熱容
量である。δSとδℓは，それぞれ，隣接するコントロール
ボリュームの接触面積と中心間距離である。空間差分とΣ
で計算される総和は温度分布のラプラシアンを表す。αΔQ
は発生する熱量の空間分布を表し，本研究ではゴム層と同
じ高さにある錫プラグ部分のみに熱エネルギーを与える。
以上の復元力モデルおよび熱伝導解析モデルを用いて，

熱・力学連成挙動解析を行う。図 12に連成解析の流れを
示す。

図 12　熱・力学連成挙動解析の流れ
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モデル表面からの熱伝達率は 15 W/( m2·K)とした。差分モデルにおいて，各コントロ

ールボリュームの温度変化は次のように差分化された熱伝導方程式により計算される

3)。 
 
 
 
 
ここで，Δは時間差分，δは空間差分，T は温度，t は時刻，λは熱伝導率，Cvはコン

トロールボリュームの熱容量である。δs とδl は，それぞれ，隣接するコントロール

ボリュームの接触面積と中心間距離である。空間差分とΣで計算される総和は温度分布

のラプラシアンを表す。αΔQ は発生する熱量の空間分布を表し，本研究ではゴム層と

同じ高さにある錫プラグ部分のみに熱エネルギーを与える。 
以上の復元力モデルおよび熱伝導解析モデルを用いて，熱・力学連成挙動解析を行

う。図 4.12 に連成解析の流れを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 4.12 熱・力学連成挙動解析の流れ 
 
 
連成解析では，二つの解析モデルが互いの計算結果を参照しながら時刻歴解析を行う。

復元力モデルにおいて(4.1)式の cT⋅F2の項が生じる履歴吸収エネルギーに相当する熱量

ΔQ が，熱伝導解析モデルの発熱部分に分配される。また，熱伝導解析により計算され

る錫プラグの体積平均温度 T に応じて，復元力モデルの降伏応力度τpが更新される。

プラグの降伏応力度τp[MPa]と温度 T[°C]の関係を図 4.13 に示す。これは，著者らの

提案した(4.5)式 4)に基づいており，(4.1)式における履歴成分の係数 cTは基準となる降

伏応力度 14.8 MPa で基準化して(4.6)式で与えられる。 
 

                                      Δ𝑇𝑇Δ𝑡𝑡 �
𝜆𝜆∑ �𝛿𝛿� 𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿 � � � Δ𝑄𝑄Δ𝑡𝑡

𝐶𝐶�  (4.4) 

 

連成解析では，二つの解析モデルが互いの計算結果を参
照しながら時刻歴解析を行う。復元力モデルにおいて（1）
式の cT・F2 の項が生じる履歴吸収エネルギーに相当する



Ｓ Ｗ Ｃ Ｃ レ ビ ュ ー38 Vol. 69 (2023)

熱量ΔQが，熱伝導解析モデルの発熱部分に分配される。
また，熱伝導解析により計算される錫プラグの体積平均温
度Tに応じて，復元力モデルの降伏応力度τpが更新される。
プラグの降伏応力度τp［MPa］と温度 T［℃］の関係を
図 13に示す。これは，著者らの提案した（5）式 9）に基づ
いており，（1）式における履歴成分の係数 cT は基準とな
る降伏応力度 14.8 MPa で基準化して（6）式で与えられる。

図 13プラグの降伏応力度と体積平均温度との関係

 
 
 

- 89 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.13 体積平均温度と降伏応力度の関係 
 

 
 
 
 
これらの連成解析手法を，オープンソースの構造解析フレームワークである

OpenSees5)に実装した。 

  

                 𝜏𝜏� � �25.0 � 0.218𝑇𝑇 � 0.000695𝑇𝑇� �𝑇𝑇 � 100�
�230.0 � 𝑇𝑇�/12.7 �𝑇𝑇 � 100� (4.5) 

                   𝑐𝑐� � 𝜏𝜏�/14.8 (4.6) 

‌� （5）

‌ � （6）

これらの連成解析手法を，オープンソースの構造解析フ
レームワークであるOpenSees10）に実装した。

3.2　熱・力学連成モデルの検証
本節では 2.3 項で示した長時間繰り返し試験の結果に対
して，3.1項の連成解析を行った検証結果について記述する。
連成解析については，KAモデルとの比較のため，既往の
修正バイリニアモデルについても実施した。解析モデルの
初期温度については，各試験結果の試験開始温度を与えた。
図 14，15に標準プラグ径のφ 700-140 試験体，図 16，17

に小径プラグ径のφ 700-100 試験体について，各モデルの
履歴ループと試験結果との比較を示す。各モデルのひずみ
依存性はほぼ同じであることから，二次剛性，切片荷重に
ついては整合していることを確認した。また，KAモデル
については，せん断ひずみ± 100% の試験結果の履歴ルー
プの戻り勾配の丸みを帯びた形状を既往バイリニアモデル
よりも良く再現していることが確認できた。今回の繰り返
し試験では，試験体１体を用いてせん断ひずみ±
100%，± 178％の試験を実施しているため，± 178％の試
験結果は± 100% の試験を経験したことによる試験履歴の
影響により，1～ 3 サイクル目の水平荷重が低下傾向にあ
ると考えられる。このため，図 15，図 17に示す± 178%
の試験結果については，KAモデルでの履歴ループの戻り
勾配の丸みを帯びた形状との差が生じたと考えられる。

図 18，19に各モデルの錫プラグ上部の温度の解析結果
と実験結果の比較を示す。解析では積層ゴムの上下方向お
よび中心軸周りを対称としてモデル化していることから，
解析上の錫プラグ上下面の温度は同じとなる。各モデルに
よる錫プラグ上（下）部の温度差はわずかであった。図 18

に示す± 100% 試験の錫プラグ上（下）部の温度の解析結
果は両試験体ともに上下プラグ温度のほぼ中央の値とな
り，図 19に示す± 178% 試験の解析結果は下プラグ温度
と概ね合致することを確認した。また，図 19は 30 サイク
ル＋約 5分間のインターバルの 5セットの断続試験である
が，このインターバルを伴う断続試験結果についても概ね
再現していることを確認した。2.3 項の長時間繰り返し試
験結果で示した通り，試験結果の錫プラグ上下面の温度差
は，局所的な錫プラグの変形による発熱量のアンバランス
により生じた可能性があると推定されるが，今回の解析で
は上下面の温度差の再現はできず，検討の余地を残す結果
となった。

図 14　φ 700-140のひずみ± 100%の解析結果
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4.4 試験結果のシミュレーション解析 

  
本節では 4.2.4 項で示した長時間繰り返し試験の結果に対して，4.3.1 項の連成解析

を行った検証結果について記述する。連成解析については，KA モデルとの比較のた

め，既往の修正バイニリアモデルについても実施した。解析モデルの初期温度について

は，各試験結果の試験開始温度を与えた。図 4.14，図 4.15 に標準プラグ径のφ700-
140 試験体，図 4.16，図 4.17 に小径プラグ径のφ700-100 試験体について，各モデル

の履歴ループと試験結果との比較を示す。各モデルのひずみ依存性はほぼ同じであるこ

とから，二次剛性，切片荷重については整合していることを確認した。また，KA モデ

ルについては，せん断ひずみ±100%の試験結果の履歴ループの戻り勾配の丸みを帯び

た形状を，既往バイリニアモデルよりも良く再現していることが確認できた。今回の繰

り返し試験では，試験体１体を用いてせん断ひずみ±100%，±178％の試験を実施し

ているため，±178％の試験結果は±100%の試験を経験したことによる試験履歴の影

響により，1～3 サイクル目の水平荷重が低下傾向にあると考えられる。このため，図

4.15，図 4.17 に示す±178%の試験結果については，KA モデルでの履歴ループの戻り

勾配の丸みを帯びた形状との差が生じたと考えられる。 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
図 4.14 φ700-140 試験体のひずみ±100%の解析結果 

 
 
 
 
 
 

 
 

図 4.15 φ700-140 試験体のひずみ±178%の解析結果 

図 15　φ 700-140のひずみ± 178%の解析結果
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4.4 試験結果のシミュレーション解析 

  
本節では 4.2.4 項で示した長時間繰り返し試験の結果に対して，4.3.1 項の連成解析

を行った検証結果について記述する。連成解析については，KA モデルとの比較のた

め，既往の修正バイニリアモデルについても実施した。解析モデルの初期温度について

は，各試験結果の試験開始温度を与えた。図 4.14，図 4.15 に標準プラグ径のφ700-
140 試験体，図 4.16，図 4.17 に小径プラグ径のφ700-100 試験体について，各モデル

の履歴ループと試験結果との比較を示す。各モデルのひずみ依存性はほぼ同じであるこ

とから，二次剛性，切片荷重については整合していることを確認した。また，KA モデ

ルについては，せん断ひずみ±100%の試験結果の履歴ループの戻り勾配の丸みを帯び

た形状を，既往バイリニアモデルよりも良く再現していることが確認できた。今回の繰

り返し試験では，試験体１体を用いてせん断ひずみ±100%，±178％の試験を実施し

ているため，±178％の試験結果は±100%の試験を経験したことによる試験履歴の影

響により，1～3 サイクル目の水平荷重が低下傾向にあると考えられる。このため，図

4.15，図 4.17 に示す±178%の試験結果については，KA モデルでの履歴ループの戻り

勾配の丸みを帯びた形状との差が生じたと考えられる。 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
図 4.14 φ700-140 試験体のひずみ±100%の解析結果 

 
 
 
 
 
 

 
 

図 4.15 φ700-140 試験体のひずみ±178%の解析結果 

図 16　φ 700-100のひずみ± 100%の解析結果
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図 4.16 φ700-100 試験体のひずみ±100%の解析結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.17 φ700-100 試験体のひずみ±178%の解析結果 
 
図 4.18，図 4.19 に各モデルの錫プラグ上部の温度の解析結果と実験結果の比較を示

す。解析では積層ゴムの上下方向および中心軸周りを対称としてモデル化していること

から，解析上の錫プラグ上下面の温度は同じとなる。各モデルによる錫プラグ上（下）

部の温度差はわずかであった。図 4.18 に示す±100%試験の錫プラグ上（下）部の温度

の解析結果は両試験体ともに上下プラグ温度のほぼ中央の値となり，図 4.19 に示す±

178%試験の解析結果は下プラグ温度と概ね合致することを確認した。また，図 4.19 は

30 サイクル＋約 5 分間のインターバルの 5 セットの断続試験であるが，このインター

バルを伴う断続試験結果についても概ね再現していることを確認した。 
2.3 項の長時間繰り返し試験結果で示した通り，試験結果の錫プラグ上下面の温度差

は，局所的な錫プラグの変形による発熱量のアンバランスにより生じた可能性があると

推定されるが，今回の解析では上下面の温度差の再現はできず，検討の余地を残す結果

となった。 
 
 
 
 

図 17　φ 700-100のひずみ± 178%の解析結果
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図 4.16 φ700-100 試験体のひずみ±100%の解析結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.17 φ700-100 試験体のひずみ±178%の解析結果 
 
図 4.18，図 4.19 に各モデルの錫プラグ上部の温度の解析結果と実験結果の比較を示
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は，局所的な錫プラグの変形による発熱量のアンバランスにより生じた可能性があると

推定されるが，今回の解析では上下面の温度差の再現はできず，検討の余地を残す結果

となった。 
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図 18　ひずみ 100%試験での錫プラグ温度の解析結果

（a）φ 700-140
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(a) φ700-140 試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    (b) φ700-100 試験体 
 

図 4.18 ひずみ 100%試験における錫プラグ温度の解析結果 
 

（b）φ 700-100
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(a) φ700-140 試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    (b) φ700-100 試験体 
 

図 4.18 ひずみ 100%試験における錫プラグ温度の解析結果 
 

図 19　ひずみ 178%試験での錫プラグ温度の解析結果

（a）φ 700-140
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(a) φ700-140 試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) φ700-100 試験体 
 

図 4.19 ひずみ±178%試験における錫プラグ温度の解析結果 

（b）φ 700-100
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(a) φ700-140 試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) φ700-100 試験体 
 

図 4.19 ひずみ±178%試験における錫プラグ温度の解析結果 

4．地震応答解析

4.1　建物モデル
検討対象の建物モデルとしては，各階の床面積を 1000 

m2 程度とする 12 層の RC造免震建物を想定し，図 20のよ
うな多質点系せん断型振動モデル 6）を作成した。上部構造
は弾性とし，基礎固定時に建物高さ（m）に 0.02 を乗じた
値が1次固有周期となるような直線分布の層剛性を仮定し，
減衰は基礎固定時の 1次固有振動数に対して 2%の剛性比
例型減衰とする。免震層はゴム外径φ 900 mmの SnRB20
台とし，建物規模を考慮して設定した SnRBの構成を図 20

に合わせて示す。免震層上部質量と 20 台の SnRB の降伏
後 2次剛性K2（100%）から算出した免震層の接線周期（略
算）は 4.66 秒であり，免震層全体の切片荷重の上部重量に
占める割合は約 5.8% である。また熱伝導解析モデルは表 4

に示す物性値を用い，積層ゴム取り付け部の持つ熱容量を
評価するために，フランジプレートの上側のコンクリート
層についてもモデル化している。

図 20　地震応答解析のための建物モデル
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図 4.20  地震応答解析のための建物モデル 

免震システム 
SnRB:20 台 
ゴム径:900mm 
錫プラグ径:180mm 
ゴム総厚さ:197.2mm 
K2(100%):1.21kN/mm 
Qd(100%):377kN 

建物固有周期: 0.86s 
階高: 3.6m 

4.2　入力地震動
入力地震動には，設計用長周期地震動（基整促波）4）の

3 波（CH1，OS1，SZ1）と告示スペクトル 11）に適合させ，
位相を 3通りに設定した波（1968 年十勝沖地震八戸NS成
分位相（以下，八戸位相）と 1995 年兵庫県南部地震
JM-Kobe NS 成分位相（以下，神戸位相）およびランダム
位相）を用いた。

4.3　応答評価法
応答評価法として以下の 3種類の方法を用いて，応答値

を比較検討する。
①KAモデルを用いた熱・力学連成挙動解析（詳細法 1）
②�修正バイリニアモデルを用いた熱・力学連成挙動解析

試験結果－上面
試験結果－下面
KAモデル－上面
修正バイリニアモデル－上面
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（詳細法 2）
③簡易法（図 21に示す方法）
詳細法 1，詳細法 2については 3章で説明した方法を用
いる。簡易法は錫プラグの多数回繰り返し依存性を考慮し
ない時刻歴応答解析を行って算出した累積吸収エネルギー
量から錫プラグ特性を評価し，多数回繰り返し依存性を考
慮した地震応答解析を行うものである。累積吸収エネルギ
ー量を評価する際，ⓐ地震応答解析終了時，もしくはⓑ免
震層が最大応答変位に至るまでの値を用いる２種類の方法
が著者らによって提案されている 7）。本解析では，ⓑの方
法を用いた。簡易法による応答解析フロー 7）を図 21に，
適用範囲を表 5に示す。適用範囲については，熱・力学連
成挙動解析より，錫プラグの最高温度が融点 230℃となる
ときの錫プラグの体積平均温度TP ＝ 190℃とし，その時
の累積変位量，切片荷重の残存率としている。また，簡易
法の力学モデルには修正バイリニアモデルを使用した。累
積吸収エネルギー量と切片荷重の残存率との関係式 7）を（7）
式に，累積吸収エネルギー量と錫プラグ温度との関係式 7）

を（8）式に示す。

表 5　適用範囲
項目 適用範囲

累積変位 Σδ≦ 100 m
錫プラグ温度 Tp ≦ 190 ℃

切片荷重の低下率
Tp
Tp0

 ≧ 0.2

�（7）

�（8）

多数回繰り返し依存性を考慮しない通常の地震応答解析を実施

⇩
周期Tとせん断歪みγを求める

累積吸収エネルギー量ΣEと累積変位Σδを求める

⇩
錫プラグ体積Vp当たりの累積吸収量Vp/ΣEを求める

⇩
切片荷重の低下率τP /τP0 を(7)式で求める

錫プラグ温度Tpを（8）式で求める

⇩
式の適用範囲を表5 でチェック（１回目）する

⇩
多数回繰り返し依存性を考慮した地震応答解析を実施

⇩
式の適用範囲を表5 でチェック（２回目）する

図 21　簡易法のフローチャート

4.4　解析結果と考察
初めに設計用長周期地震動である CH1 を入力した場合

の建物内の最大応答加速度および最大応答変位の高さ方向
の分布について，図 22に解析結果を示す。修正バイリニ
アモデルの適用限界ひずみ 200% を超える領域については
KAモデルとの差が徐々に大きくなることから，せん断ひ
ずみ 200% を超えるような入力地震動レベルの地震応答解
析にはKAモデルが必要である。
図 22から復元力モデルによる応答値の違いを見ると，

KAモデルによる応答加速度は既往の修正バイリニアモデ
ルよりも下回る。また，修正バイリニアモデルでは頂部が
振られる傾向が強い。一方，応答変位については復元力モ
デルによる差は少ない。
上部構造の応答加速度に大きな差が生じた要因について

は，バイリニアモデルのように一定の剛性が継続する場合
は特定の振動モードが励起されやすく，曲線系の復元力モ
デルではそれが抑制されることが，高次モードの励起状態
の差となって応答加速度分布の大小に現れたものと推察さ
れる。
図 23に 12 層モデルの頂部節点の応答加速度波形に対す
る加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）を，表 6に免震
層の評価する剛性の違いに対する固有値結果を示す。図 23

より，各復元力モデルは表 6に示す固有周期近傍に対応す
るピークが見られる。
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図 22　12層モデルの最大応答値（CH1）
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図 4.24  12 層モデルの最大応答値（CH1） 

  

図 23　CH1波による頂部節点の加速度応答スペクトル
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図 4.25 に 12 層モデルの頂部節点の応答加速度波形に対する加速度応答スペクトル

（減衰定数 5%）を，表 4.6 に免震層の評価する剛性の違いに対する固有値結果を示

す。図 4.25 より，各復元力モデルは表 4.6 に示す固有周期近傍に対応するピークが見

られる。免震層の評価する剛性を一次剛性 K1(100%)とした場合の 1 次モードの約

0.95s や，3 次モードの約 0.21s 近傍では，修正バイリニアモデルによる加速度応答ス

ペクトルは KA モデルの約 1.4 倍となっており，応答加速度の影響が大きい K2(100%)
評価時の免震周期 4.72s より十分短い短周期領域の振動モードで大きな差が現れている

結果となっている。文献 9),10)では他種の免震部材について，曲線系と直線系の復元力モ

デルによる地震応答値の違いが検討されており，短周期領域の高次振動モードの励起状

態による差が要因であるとする本検討結果と調和的な結論が示されている 2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 4.25 CH1 波による頂部節点の加速度応答スペクトル 

表 4.6 免震層の評価する剛性の違いに対する固有値結果 
 
 
 
 
 

各復元力モデルによる履歴ループを図 4.26 に示す。図 4.26 には最大加速度発生ポイ

ントとその直前のポイントを含めた拡大図も合わせて示す。最大加速度発生ポイント直

前の履歴ループ形状から，KA モデルの最大加速度発生ポイント近傍での接線剛性

588kN/mm は，修正バイリニアモデルの一次剛性 K1=14400kN/mm よりも小さいこと

が確認できる。この剛性の違いについても，上部構造の応答加速度に大きな差を生じた

要因の一つと考えられる。また，簡易法について，3 つの復元力モデルの中で最も応答

免震層を評価する剛性 1 次モード 2 次モード 3 次モード 

一次剛性 K1(100%) 0.95s 0.35s 0.21s 

二次剛性 K2(100%) 4.72s 0.49s 0.25s 
 

表 6　免震層を評価する剛性の違いに対する固有値結果

免震層を評価する剛性 1 次
モード

2 次
モード

3 次
モード

1 次剛性 K1（100%） 0.95 s 0.35 s 0.21 s
2 次剛性 K2（100%） 4.72 s 0.49 s 0.25 s

免震層の評価する剛性を 1次剛性K1（100%）とした場
合の 1次モードの約 0.95 s や，3 次モードの約 0.21 s 近傍
では，修正バイリニアモデルによる加速度応答スペクトル
はKAモデルの約 1.4 倍となっており，応答加速度の影響
が大きいK2（100%）評価時の免震周期 4.72 s より十分短
い短周期領域の振動モードで大きな差が現れている結果と
なっている。文献 12），13）では他種の免震部材について，曲
線系と直線系の復元力モデルによる地震応答値の違いが検
討されており，短周期領域の高次振動モードの励起状態に
よる差が要因であるとする本検討結果と調和的な結論が示
されている 6）。

各復元力モデルによる履歴ループを図 24に示す。図 24

には最大加速度発生ポイントとその直前のポイントを含め
た拡大図も合わせて示す。最大加速度発生ポイント直前の
履歴ループ形状から，KAモデルの最大加速度発生ポイン
ト近傍での接線剛性 588 kN/mmは，修正バイリニアモデ
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加速度が小さくなったのは，最大加速度発生ポイントが降伏後の二次剛性 K2の領域で

発生していることや免震層の負担せん断力が他のモデルに比べて小さいことが要因と推

察される。一方，免震層の応答変形に関しては、各復元力モデルで最大変形に至る履歴

減衰の大きさはほぼ同じであったため，免震層の最大応答変形にあまり差が見られない

傾向となっている。 
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（a）KAモデル
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(c) 簡易法 
 

図 4.26  各モデルによる履歴曲線の比較 

 
次に図 4.27 に各地震波における免震層最大層せん断力係数，頂部の最大加速度，免震

層最大水平変形について，それぞれ KA モデル，修正バイリニアモデル，簡易法の結果

を KA モデルによる結果と比較して示す。免震層最大層せん断力係数については，修正

バイリニアモデル，簡易法ともにハードニング現象についてはモデル化されていないた

め、いずれの地震波においても KA モデルよりも小さい値を示しており，危険側の評価

となっている。修正バイリニアモデル，簡易法における頂部の最大加速度については，

簡易法の CH1，SZ1 を除くほとんどの地震波で KA モデルよりも大きい値を示してお

り，安全側の評価となっている。免震層最大応答変形については，簡易法の OS1 を除

いて修正バイリニアモデル，簡易法ともに KA モデルと良く一致している。 
簡易法については，免震層が最大応答変位に至るまでのエネルギー量を用いて評価す

ることにより，概ね KA モデルと同様な傾向となるが，入力地震動によっては，最大応

答変位に達した後に免震層が繰り返し大きく変形する場合があり，この場合は免震層最

大水平変形が過小評価となるため注意が必要となる。また，長周期地震動の OS1 波の

ように長周期成分の影響が強い波の場合は，水平変形が過大評価となる可能性があるた

め注意が必要となる 4)。 
 

（c）簡易法

図 24　各モデルによる履歴曲線の比較
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ルの 1次剛性K1=14400 kN/mmよりも小さいことが確認
できる。この剛性の違いについても，上部構造の応答加速
度に大きな差を生じた要因の一つと考えられる。また，簡
易法について，3つの復元力モデルの中で最も応答加速度
が小さくなったのは，最大加速度発生ポイントが降伏後の
2次剛性 K2 の領域で発生していることや免震層の負担せ
ん断力が他のモデルに比べて小さいことが要因と推察され
る。一方，免震層の応答変形に関しては，各復元力モデル
で最大変形に至る履歴減衰の大きさはほぼ同じであったた
め，免震層の最大応答変形にあまり差が見られない傾向と
なっている。
次に図 25に各地震波における免震層最大層せん断力係

数，頂部の最大加速度，免震層最大水平変形について，そ
れぞれKAモデル，修正バイリニアモデル，簡易法の結果
をKAモデルによる結果と比較して示す。免震層最大層せ
ん断力係数については，修正バイリニアモデル，簡易法と
もにハードニング現象についてはモデル化されていないた
め，いずれの地震波においてもKAモデルよりも小さい値
を示しており，危険側の評価となっている。修正バイリニ
アモデル，簡易法における頂部の最大加速度については，
簡易法のCH1，SZ1 を除くほとんどの地震波でKAモデル
よりも大きい値を示しており，安全側の評価となっている。
免震層最大応答変形については，簡易法のOS1 を除いて修
正バイリニアモデル，簡易法ともにKAモデルと良く一致
している。簡易法については，免震層が最大応答変位に至
るまでのエネルギー量を用いて評価することにより，概ね
KAモデルと同様な傾向となるが，入力地震動によっては，
最大応答変位に達した後に免震層が繰り返し大きく変形す
る場合があり，この場合は免震層最大水平変形が過小評価
となるため注意が必要となる。また，長周期地震動のOS1
波のように長周期成分の影響が強い波の場合は，水平変形
が過大評価となる可能性があるため注意が必要となる 9）。

5．ま　と　め

本研究は，長周期地震動に対する懸念事項である免震層
の過大な応答変形や長時間の繰り返し変形による SnRBの
発熱の影響に関する詳細検討を行い，SnRB の熱・力学連
成挙動を解明した。初めに SnRBの実大サイズであるゴム
直径φ 700 の試験体を用いて標準プラグ径と小径プラグ径
の２種類について長時間繰り返し試験を実施して力学挙動
を把握した。続いて，地震応答解析と熱伝導解析を組み合
わせることにより，熱・力学連成挙動を考慮した新たな解
析モデルを構築した。今回，SnRB 特有の構造（内部鋼板
露出型）を忠実に再現したモデル化を行った。また，標準
プラグ径だけでなく，小径プラグ径の場合にも，今回構築
した解析モデルによる結果が試験結果を良く再現できるこ
とを確認した。最後に，SnRB を用いた免震建物モデルの
地震応答解析を実施して，復元力モデルの違いによる応答
値の差異について検討した。複数の入力地震動による結果

からは，構築した復元力モデル（熱・力学連成挙動解析の
KAモデル）による応答加速度は既往の修正バイリニアモ
デル（熱・力学連成挙動解析のバイリニアモデル）よりも
小さく，応答変位はほぼ同じとなる傾向が共通して見られ
た。
また，長周期地震動に対する設計上の対応として，熱・

力学連成挙動を簡易な方法で考慮して地震による応答を評
価できる手法（簡易法）がすでに適用されているが，この
簡易法に対する応答評価精度についても検証を行った。
簡易法において免震層が最大応答変位に至るまでのエネ

ルギー量を用いて評価する方法と，本研究で構築した熱・
力学連成挙動解析モデルとの比較により，4.4 項に示す特
殊な入力地震動を除き概ね同様な傾向となることが示され
た。
本研究で構築した熱・力学連成挙動解析により，長周期

 
 
 

- 103 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a) 最大層せん断力係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 最大応答加速度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(c)最大応答変位 

図 4.27  各モデルの比較 

（a）最大層せん断力係数

 
 
 

- 103 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a) 最大層せん断力係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 最大応答加速度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(c)最大応答変位 

図 4.27  各モデルの比較 

（b）最大応答加速度

 
 
 

- 103 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a) 最大層せん断力係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 最大応答加速度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(c)最大応答変位 

図 4.27  各モデルの比較 
（c）最大応答変位

図 25　各モデルの比較



錫プラグ入り積層ゴムの熱・力学連成挙動に関する研究 43

地震動に対する免震層の過大な応答変形や長時間の繰り返
しによる錫プラグの発熱の影響に関する詳細検討が可能と
なった。SnRB は長周期地震動に対する長時間の繰り返し
変形による特性変化を考慮することが必要である。
今後は，積層ゴム直径や錫プラグ径を変更した他形状の
SnRB を用いた場合の長周期地震動に対する免震建物の応
答評価を行う予定である。
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